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法政大学大学院デザイン工学研究科システムデザイン専攻修士課程 
 
In the manufacturing industry, uncertainty of market and management increases the cost. This causes 
a large impact on corporate profits. Against this uncertainty, Plan Synchronized Manufacturing Systems 
(PSMS) perform in some industries. This paper proposes a mathematical model of the planning process 
of Master Production Schedule (MPS) under build-to-order (BTO) for product family. This paper also 
proposes a new method of order pegging using the logic of available-to-promise (ATP) and 
capable-to-promise (CTP). In addition, this paper shows effectiveness of the method through simulation 
experiments. 
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１．はじめに 
製造業では、市場や経営の不確実要因がコストを増大
させ、大きく企業の利益に影響を与えている。企業の計
画業務は、需要に対して供給できる資材や能力を満たし、
目標を達成するために重要な役割を持つが、例えば顧客
からの納期催促、特急オーダ、注文変更といったような
不確実な事象が発生した場合、計画の変更を余儀なくさ
れ顧客の要求を満たすためにコストと資源を投入せざる
を得ない。 
こうした不確実性に対して、近年では製販統合計画、
基準生産計画、作業日程計画を同期させることで外部の
不確実性を吸収し、計画目標を確実に達成することを目
標 と し た 計 画 同 期 生 産 （ Plan Synchronized 
Manudacturing System）が注目を集めている。[1] 本研
究では計画同期生産の一つのステップである基準生産計
画の受注引当てに焦点を当て、計画業務と不確実性に対
応するための受注引当手法を数理モデルを用いて示す。
また、シミュレーション実験を通じて提案手法の適用性
を検証する。 
 
２. 対象とする問題 
（１）製造戦略 
 製造戦略は受注オーダを工場内外のどの在庫あるいは
手配に引き当てるかを分類したものである。[2] 
 
 
これらの生産形態の中でも、受注組立即応生産
（Assemble-to-Order）は最終製品を構成する中間製品を
見込み生産（Make-to-Stock）を行って予め在庫として持
っておき、顧客からの確定受注に従って最終工程で生産
を行う生産方式であり、顧客は基本となる枠組みに加え
オプション品目を選択してカスタマイズすることによっ
て設計に参加する。 
（２）基準生産計画 
基準生産計画（Master Production Schedule ; MPS）
は経営資源及び製造能力や資材の所要量を算出する根拠
を与える、製造と販売を連携させる上で極めて重要な計
画である。つまり市場からの要求量と資材、労働力、設
図 1 製造戦略の分類 
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備の利用可能量のバランスがとれるように計画を行い、
市場に対して注文の可否および納期を回答、約束する役
割がある。[3] 一般的に計画期は日バケットの月次計画、
対象品目はエンドアイテムである。 
 
 
（３）ラフカット製造能力計画 
 製造能力（capacity）とは、ある期間内で実行される仕
事量のことであり、経営資源が与えられた期間内で生み
出すことのできる産出量である利用可能能力、与えられ
た機関に計画している産出物を生産するのに必要な経営
資源の量である必要能力（負荷量）に分類できる。[3] 
 
 
 ラフカット製造能力計画は、基準生産計画を元に必要
能力と利用可能能力のバランスがとれるように計画を行
う役割がある。負荷のかかる期数は、生産品目の基準生
産計画の生産数の計画期から製造リードタイムをオフセ
ットした期数となる。また、負荷量は基準生産計画の生
産数に対象品目の対象設備における標準時間を掛け合わ
せて算出する。 
（４）受注引当て 
a）予約可能量 
 予約可能量（Available-to-Promise; ATP）は、在庫あ
るいは生産中の品目のうち売却済のものではなく各期に
おいてあとどれくらい顧客に提供できるかを示したもの
であり、これにより納期の約束を行うことができる。ま
た、予約可能量は顧客注文から算出を行い、予測は一切
加味しない。 
b）タイムフェンス 
 タイムフェンスは、計画過程における様々な不確実な
事象の発生による計画変更の際、柔軟性を損なわないよ
うにするために計画範囲（ホライゾン）を三つの区間に
分割し、予め計画変更が可能な範囲と不可能な範囲を定
めておく役割をもつ。 
タイムフェンスには注文タイムフェンス（Order Time 
Fence; OTF）、計画タイムフェンス (Planning Time 
Fence; PTF)の二種類あり、第 0期（納期）～注文タイム
フェンスまでの区間で計画変更が行えない区間を固定ゾ
ーン（frozen zone）、注文タイムフェンス～計画タイム
フェンスまでの区間で調整により計画変更が可能な区間
を取引ゾーン(slushy zone)、計画タイムフェンス以降の
区間で自由に計画変更を行える区間を計画ゾーン（liquid 
zone）として定義する。[1] 注文タイムフェンスは対象品
目の製造リードタイムを、計画タイムフェンスは対象品
目の累積リードタイムを元に設定する。 
 
 
c）CTP 
CTP（capable-to-promise）は ATPで引き当てられな
い注文に対して制約の範囲内で資材や能力の再割り当て
を行い、可能であれば計画変更をした上で受注する方式
であり、必要な部分のみを局所的に都度変更するネット
チェンジ方式（取引ゾーン）、既に計画された内容をク
リアし再計画を行う再スケジューリング方式（計画ゾー
ン）がある。[2] 
 
３．提案手法 
（１）構成品目への MPS設定 
本研究で対象としているファミリ型製品は、選択オプ
ションの組み合わせによって最終工程で製品バラエティ
が増大する傾向にある。[4] 
 
 
 例えば図 3 の例を考えると従来の基準生産計画の計画
対象はエンドアイテムであるため、計画管理品目数は 5
×7×10＝350 品目となり、すべての品目に対して MPS
を設定し管理していくのは現実的に困難である。 
 そこで本研究では最終製品を構成する中間製品及び購
入資材に対して MPSを設定する。これにより図 3の例の
場合、計画管理品目は共通品目数とオプション品目数の
合計である 23品目となり、より少ない計画管理品目で計
画業務を行えるメリットがある。 
（２）モデルと変数の定義 
計画手順は以下のモデルと変数を用いて示す。 
a）インデックス 
インデックスを以下のように定義する。 
   生産品目及び購入資材    
    製造設備、生産資源    
   ファミリカテゴリ 
   品目カテゴリ 
   オプションカテゴリ 
図 1 製造戦略の分類 
表 1 基準生産計画の例 
表 2 ラフカット計画と基準生産計画の関係性 
図 2 タイムフェンスと計画変更区間 
図 3 ファミリ型製品の品目構成例 
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   資源カテゴリ 
   タイムバケット 
    製品ファミリ 
    ファミリ内共通品目    
    汎用品目    
    専用品目    
    オプション品目    
    完成品目    
b）マスタ情報  
マスタ情報を以下のように定義する。 
           品目構成。品目  を構成する品目 
    の数量。0は購入資材を示す。 
         生産工数。品目 の所属する生産資 
  源 を示す。 
            品目カテゴリ係数。品目 の所属す 
  る品目カテゴリ を示す。 
         ファミリカテゴリ係数。      
完成品目 の所属するファミリカテゴ
リ を示す。 
         共通品目カテゴリ係数。      
ファミリ内共通品目 の所属するファ
ミリカテゴリ を示す。 
             資源カテゴリ係数。生産資源 の所属 
        する資源カテゴリ を示す。 
             資源カテゴリ係数。生産資源 の所属 
        する資源カテゴリ を示す。 
       製造及び調達リードタイム 
      生産単位（基数） 
      生産数 
       安全在庫 
        計画タイムフェンス 
        注文タイムフェンス 
c）入力データ 
入力データを以下のように定義する。 
        需要予測。品目 の 期の需要予測値を示
す。 
         確定注文。品目 の 期の確定注文を示
す。 
          基準生産計画。品目 の 期の生産及び
受注到着数を示す。 
          日別製造能力。生産資源 の 期の製造
能力を示す。 
d）計算結果 
計算結果を以下のように定義する。 
         有効在庫。品目 の 期の理論在庫を 
示す。実需と予測を考慮する。 
           最大在庫。品目 の 期までの累積在庫
を示す。実需のみ考慮する。 
         予約可能量。品目 の 期の ATPを示す。
実需のみ考慮する。 
           最大予約可能量。品目 の 期までの累
積予約可能量を示す。 
          生産工数。生産資源 の 期の生産工数
を示す。 
        製造及び受注ロットサイズ 
（３）計画手順 
a）仮基準生産計画の作成 
仮基準生産計画では、需要予測を元に生産数を決定す
る。 
手順 1-1 
計画管理品目及び計画管理資源のマスタ情報を設定する。 
手順 1-2 
最終製品レベルで需要予測合計値を設定し、各計画官営
品目の需要予測合計値を以下の式で計算する。 
 
                                  (1) 
 
これを計画期 で等分し、各期の需要予測値とする。 
手順 1-3 
有効在庫と最大在庫を以下の式で計算する。 
 
                               
                               (2) 
                                          (3) 
 
手順 1-4 
              となる期において、        を設定する。
        は生産・受注ロットサイズ      とし、以下の
式で計算する。 
 
                                 (4) 
 
手順 1-5 
生産工数        を以下の式で計算する。 
 
                                 (5) 
 
      と比較し、この時点で負荷率の高い設備に対して
は      の調整を行う。 
手順 1-6 
予約可能量と最大予約可能量を以下の式で計算する。 
 
                           
           (6) 
                                  (7) 
 
b）生産座席予約 
 到着した顧客注文を仮基準生産計画に追加し、ATP と
比較して受注の可否を決定する。 
手順 2-1 
確定注文に対して、       期における各構成品目の必
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要数を以下のように計算する。 
 
                                    (8) 
 
手順 2-2 
                                        つまり該
当期の確定注文が   以内の場合は手順 2-3へ。その他の
場合は計画変更が必要なため手順 3-1へ。 
手順 2-3 
有効在庫及び最大在庫を手順 1-6 同様に再計算し、受注
引当完了。 
 
 
c）CTPの実施 
 手順 2 までに受注引当不可の場合は、計画変更により
受注引当可能になる場合がある。 
手順 3-1 
対象品目 の品目構成         において、    または
     つまり専用品目が含まれている場合、受注引当不
可。含まれていない場合は手順 3-2へ。 
手順 3-2 
            に対し        つまり固定ゾーンの場
合、受注引当不可。        つまり取引ゾーン以降の場
合は手順 3-3へ。 
手順 3-3 
                      の場合、          になるよ
うに再計算を行い受注引当完了。             
          の場合は手順 3-4へ。 
手順 3-4 
          となるよう任意の生産数    を決定し、以下
の式で        を再設定する。 
 
                                 (9) 
 
このときMPS変更後の        を手順 1-5同様に再計算
し、                  の場合は受注引当完了。
                 の場合は代替能力に変更するか、負
荷を分割し能力所要の日付を変更する。 
手順 3-5 
手順 3-4までを満たさない注文は受注引当不可。 
 
４．シミュレーションツール 
 本研究では、顧客注文をランダムに発生させ計画手順
に従い自動的に受注引当を行い可否を判断するシミュレ
ーションツールを作成した。開発環境は Microsoft Office
シリーズの Visual Basic for Applications(VBA)とした。
システムは以下のように構成される。 
 
表 5 は基準生産計画クラスで実行されるマクロの構成を
表したものである。マクロは機能列の①から順番に実行
される。 
表 5 マクロの構成 
マクロ名 機能 
MPS表示 ①マスタ情報の更新 
  ②MPSマトリクスの作成 
  ③品目情報の引用 
  ④MPS項目の計算 
  ⑤MPS(到着期)の設定 
  ⑥能力所要量の計算 
  ⑦Action Message（変更指示） 
注文問い合わせ ①顧客注文の追加（指定） 
  ②顧客注文の追加（ランダム）  
  ③MPS項目の再計算 
  ④Action Message（変更指示） 
CTP ①ATP調整 
  ②MPSの日付及びロットサイズ変更 
  ③MPS項目の再計算 
  ④能力所要量の再計算 
  ⑤Action Message（変更指示） 
 
５．数値実験 
（１）実験概要 
 実験では、第 5 章の計画手順を組み込み作成したシミ
ュレーションツールを用いて、通常の納期、数量の注文
に加え、不確実性を含む大量注文、特急オーダ、注文変
更、注文キャンセルの計 5 種類の注文をマクロでランダ
ムに 1000件発生させ、提案手法で実際に受注引当を行え
るか検証した。また、実験環境として製品ファミリ 5 種
類、製品 12種類、中間製品 18種類、購入資材 45種類（オ
プション品目 15 種類を含む）、ワークステーション数
表 4 ATP計算後の基準生産計画例 
図 4 システムの構成 
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10とした。 
（２）実験手順 
以下の手順でシミュレーション実験を行った。 
手順 1 
マスタ情報を設定した後、マクロ”MPS 表示”を実行して
仮基準生産計画を作成する。 
手順 2 
マクロ”注文問い合わせ”を実行し、ATP の範囲内で受注
引当可能な場合は引当完了。その他の場合は手順 3へ。 
手順 3 
手順 2 で引き当てられない注文に対してマクロ”CTP”を
実行し、引当可能な場合は引当完了。その他の場合は受
注引当不可。 
（３）実験 
実験は提案手法適用前と適用後の計 2 回行い、同一の
注文を発生させた。 
 
 
例えば図 5の例の場合、ATPが 0を下回り適用前では受
注引当不可と判断するが、適用後では第 5期の ATPから
10を調整し、受注引当可能としている。また、ATPの調
整が行えない場合でも利用可能能力の制約の中で MPS
を調整し、受注引当可能としている。 
（４）考察 
 今回の実験では適用前は 1000 件中 456 件、適用後で
は 1000 件中 912 件の受注引当が可能であった。また、
不確実性を含む注文では 9 割以上の注文に対して受注引
当が可能であった。 
こうした結果は一例にすぎず、実験で設定した品目マ
スタ情報、品目構成、品目設備、能力マスタ情報、需要
予測値や、不確実性を含む顧客注文の発生確率の違いな
どにより大きく結果が異なる場合があるが、提案手法の
適用により不確実性に対して効果を発揮する可能性を示
唆することができた。 
 
６．結論と今後の課題 
（１）結論 
本研究では、基準生産計画の計画業務をモデル化し、 
 
 
 
 
 
 
 
受注組立即応型生産におけるファミリ型製品の受注引当
手法を示した。また、中間製品及び購入資材に MPSを設
定することにより、より少ない計画管理品目で計画業務
を行える仕組みも紹介した。本研究のテーマである不確
実性への対応に関しては、納期催促、特急オーダ、注文
変更等において必要となる計画変更及び再スケジューリ
ングの手順を数理モデルを用いて示した。 
またシミュレーション実験を通じて、提案手法の適用
により不確実性への対応に効果を発揮する可能性を示唆
した。 
（２）今後の課題 
本研究で示したモデルや手法は不確実要因の中の一部
であり、現実的には想定しえない様々な複合問題が起こ
りより複雑なモデルが必要である。このような問題をす
べて手順化し自動計算することは現実的に困難であり、
計画担当者の判断と人為的な操作により計画変更を行う
傾向にある。 
今後は実際の製造業の計画業務への適用等を通じて本
研究で示したモデルや手法をより洗練させ、いかに計画
担当者の意思決定を支援できるかが課題といえる。 
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